
「コロナ禍での経営課題・支部事業運営に関するアンケート」結果概要 

東京商工会議所板橋支部 

 

実施概要 

回 答 期 間 ： ２０２１年１２月９日（木）～１２月２４日（金） 

回 答 形 式 ： ＷＥＢアンケート 

対 象 ： 板橋区内の会員事業者 

回答事業者数 ： ５４事業者（法人４９社、個人事業主５名） 

 

回答事業者 

業 種 ： 製造業（１６社）、サービス業（１５社）、建設業（７社）、卸売業（５社）、 

小売業（４社）、 

不動産業（３社）、保険業（２社）、交通運輸業（１社）、その他（１社／組合） 

従 業 員 数 ： ５名以下（２６社）、６～２０名（１１社）、２１～５０名（１１社）、 

５１～１００名（１社）、１０１名以上（５社） 

資 本 金 ： ５００万円以下（１３社）、５００万円超～１０００万円（２０社）、 

１０００万円超～５０００万円（１２社）、５０００万円超～１億円（２社）、 

１億円以上（２社） 

※個人事業主 5名 

 

  



調査結果 

１．新型コロナウイルス感染症への対応・対策として実施したこと（複数回答） 

  「出張・営業活動の自粛」を余儀なくされた事業者も多く、手元資金確保のため、「国・都・区等の支援策

の活用」や「融資等による運転資金の確保」を行った事業者が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

※その他…影響が大きくなかった 

 

 

２．事業活動がコロナ禍以前の状態に戻るまでの見通し期間 

コロナ禍以前の状況に戻る見通しは、「１年以上」もしくは「見通しが立たない」とやや営業が長期に及

ぶと考えている事業者が多かった。 
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5社

12社

13社

17社

19社

19社

19社

21社

27社

31社

0社 5社 10社 15社 20社 25社 30社 35社

事業所・店舗の閉鎖

その他

生産縮小・停止

生産体制・サプライチェーンの見直し

設備投資の延期・縮小・休止

新分野への事業展開

感染症対策のための設備投資実施

営業日・営業時間の短縮

TV会議システム等の導入

在宅勤務・テレワークの導入

各種コストの見直し・削減

融資等による運転資金の確保

出張・営業活動の自粛

国・都・区等の支援策の活用
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見通しが立たない, 

14社

1年以上, 19社

1年以内, 8社

半年以内, 7社

3か月以内, 1社

1か月以内, 3社 その他, 2社
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３．新型コロナウイルス感染症に対する各種支援策の利用状況、および効果（複数回答） 

政府や行政による各種支援策については、新型コロナウイルスの感染拡大の初期に展開された「持続

化給付金」の利用が最も多く、「雇用調整助成金」や「家賃支援給付金」を活用する事業者も多かった。 
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10社
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11社

12社

15社

18社

29社

0 5 10 15 20 25 30 35

その他

固定資産税の減免措置

産業雇用安定助成金

飲食店緊急支援給付金

働き方改革推進支援助成金

ものづくり補助金

小規模事業者持続化補助金

感染拡大防止協力金

事業再構築補助金

IT導入補助金

GoToキャンペーン

一時支援金

区独自の協力金・給付金

月次給付金

コロナ関連の融資制度

家賃支援給付金

雇用調整助成金

持続化給付金

利用した 効果があった
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４．新型コロナウイルス感染症への対応に期待する公的支援策（複数回答） 

  資金調達の支援を希望する声のほか、人材確保や設備投資、IT 導入に係る支援を期待する声も多く、

コロナ禍でも前向きな取り組みを検討している事業者も多いことが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
   ※その他…ＧｏＴｏキャンペーンの再開と補強および延期中の補填 

 

 

 

５．今後の事業・経営上、不安に思う点（複数回答） 

今後の事業・運営上の不安は、「需要の減少」が最も多く、次いで「材料費の高騰」や「既存顧客との取

引縮小」を懸念する声が多かった。 
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0社 5社 10社 15社 20社 25社 30社 35社 40社

特に不安な点はない

取引先からの代金回収

設備投資延期・縮小による供給能力低下

取引先への支払い

ＩＴ化対応

借入金の返済

事業主負担の支払い

資金繰り悪化

人材確保・育成

販路開拓

既存顧客との取引縮小

材料費の高騰

需要の減少
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10社

11社

15社

16社

18社

18社

18社

19社

0社 5社 10社 15社 20社

その他

雇用維持・失業対策

販路開拓支援

IT導入支援

休業協力・事業継続支援

固定費の補填

人材確保・採用支援

設備投資支援

融資の拡充
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６．今後重点的に取り組みたい経営課題（複数回答） 

  今後の重点課題としては「新規顧客の開拓」が最も多く、「人材確保・育成」といった内部の体制強化や

「新しい収益源の確立」による売上の拡大・回復に向けた取り組みを挙げる声が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

７．国・都・区への要望事項（複数回答） 

  国や行政に対しては、「支援金の拡充」を求める声が最も多かった一方、「手続きの簡素化や要件緩和」

を求める声も多く、「融資等の金融支援」や「各種減税・納付猶予」など資金繰りに関する要望が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

  ※その他…:成長戦略に対する支援、ＧｏＴｏの延期期間中の補填 
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19社

19社

22社

37社

0社 5社 10社 15社 20社 25社 30社 35社 40社

先端技術の活用

知的財産の活用

事業の業態転換

事業承継

海外進出

技術力・研究開発の強化

BCP策定

働き方改革推進

資金繰り改善

デジタル活用による生産性向上

デジタル活用による売上拡大

設備投資（供給能力・生産性向上）

既存製品・サービスの高付加価値化

新しい収益源の確立

人材確保・育成

新規顧客開拓
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5社
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15社

15社

16社

18社

20社

21社

24社

29社

0社 5社 10社 15社 20社 25社 30社 35社

その他

ＧｏＴｏキャンペーン

業態転換に対する支援

消費喚起策・観光掘り起こし

感染予防策に関する支援

PCR検査に伴う支援

テレワーク・在宅勤務導入に関する支援

休業自粛等への支援

人材育成に関する支援

販路開拓支援

デジタル化対策に関する支援

設備導入に関する支援

適時適切な情報提供

雇用維持に関する支援

各種減税・納付猶予

融資等の金融支援

手続きの簡素化や要件緩和

支援金の充実
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８．現在（または今までに）活用している融資制度（複数回答） 

  「日本政策金融公庫の融資」に次いで「信用保証協会付き融資」を活用している事業者が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

９．今後の相談会や講習会等の開催方法として、最も望ましいと思うもの 

  オンライン形式と対面形式を組み合わせる「ハイブリット形式」を望む声が最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

１０．当所からの情報提供ツールのうち、よくご覧になるもの（複数回答） 

  月１回発行の当所機関誌「東商新聞」を通じた、活字による情報収集の割合が最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

１１．当所の事業で関心があるもの（複数回答） 

  「補助金・助成金に関する相談」や「マル経融資」といった資金繰り支援のほか、人材育成に向けた「研

修講座」や、販路開拓・人脈拡大に資する「商談会・ビジネス交流イベント」に対する関心が高かった。 
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利用していない

その他金融機関の融資

マル経融資

信用保証協会付き融資

日本政策金融公庫の融資
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11社

26社

0社 5社 10社 15社 20社 25社 30社

メールやSNS

対面形式

オンライン形式

ハイブリット形式
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1社

2社

16社

20社

38社

0社 5社 10社 15社 20社 25社 30社 35社 40社

その他

Facebook

FAX

HP

メールマガジン

東商新聞
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4社

6社

7社

8社

12社

18社

20社

23社

0社 5社 10社 15社 20社 25社

貸ホール・会議室

共済制度

プレスリリース支援

各種検定試験

各種証明書発給

福利厚生制度

窓口専門相談

採用支援イベント

専門家派遣制度

商談会・ビジネス交流イベント

マル経

研修講座

補助金・助成金に関する相談
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